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輸出自主規制の法と経済

黄　　銘　　傑

1．問題の提起と本稿の目的

　輸出自主規制（Voluntary　Export　Restraint以下VERと略記する）とは，

輸入国の政府または産業が輸出国の政府または産業との間で特定の商品につき

前者への輸出を自主的に規制することを協定すること，あるいは後者（輸出国
　　　　　　　　　　　　　（1）
側）にそれを要請することである。VERは，正式な政府間の協定を伴う限りで

は一般に市場秩序協定（OMA）とも称されるが，多くの場合には政府問の協定

を伴わず表向きには輸出国によって一方的自主的に実行される。VERは，輸出

国の自主的な措置であるから，原則として輸出国の領土内で実行されかつ輸出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
国が一方面にそれを中止または修正することができるはずであるが，実際上は，

政府間に暗黙の合意が存在するため，あるいは輸出国が輸入国のより厳しい報

復措置を恐れるために，輸出国から一方的にVERを中止することはほとんど

ないといえよう。

　VERは，主として輸入国の国内産業の保護と雇用の維持に用いられるが，

1970年代以降繊維・衣服，鉄鋼，工作機械，自動車，家電製品などの伝統的産

業分野によく見られる。最近半導体などのハイテク産業分野にも，その姿が現

れている。調査によると，1980年代の半ば頃VERにカバーされる貿易量の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
が，世界貿易全体の10％，非燃料商品貿易の12％に達した。この統計上の数字

が，公に知られるVERに限られかっ多角的繊維取決め（MFA）が除かれた結

果であり，新聞報道に公表されていないその他のVERとMFAを加えれば，

VERの実際に占める貿易量は，この数字を上回ると思われる。

　しかし，このようなVERは，事業者自身の努力により相対的コストを下げて

も輸出量を上げられないため関税より厳しい貿易制限措置であること，二国あ
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るいは少数国間で成立するVERが常に差別的傾向を有すること，またそれが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
GATT（貿易と関税に関する一般協定）の枠外で行われることなどの理由から，

国際経済学者及び法学者の大きな関心を引き起こしている。かような性格を持

つVERは，　GATT　11条の数量制限禁止，1条と13条に定められている無差別
　（5）

原則，10条の公表規定及びGATTの基本的マルチラテラリズム精神に違反す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
るおそれがあるので，いわゆる「灰色地域」（grey　area）の状態にある。他方，

国内市場においてVERは，輸出量を制限し，価格を引き上げる企業間の共謀行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
動を促進し，輸出国と輸入国の市場における競争を弱め得るので，競争政策の

観点からも大いに懸念されている。

　ところで，VERの目的は，国内産業の調整と雇用の維持と言われているが，

その目的はGATT　19条の緊急輸入制限（セーフガード）などの措置によっても

達成できるであろう。それにもかかわらず，何故VERが選ばれるのであろう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（s）
か。それには，次のようないくつかの理由がある。まず，セーフガード規定に

は，輸入制限を行う国が，当該措置により影響を受ける国と賠償方法について

協議し，協議が調わない場合には，輸出国は報復措置を執ることができると定

められている。VERは，煩雑な賠償協議とその不調の結果としての報復を免れ

られるので，輸入国にとってはより好ましい手段である。次に，セーフガード

の発動は，無差別原則に基づいて行わねばならないと解されているので，その

結果すべての国からの輸入を一律に制限することとなる。ところが，国内産業

に損害を与える輸入が特定の国あるいは少数の国に起因する場合には，あらゆ

る輸入を無差別的に制限することは，貿易紛争を起こしやすくなる。もし，損

害のもたらす国から自主的に輸出を制限すれば，そのような紛争は回避される。

更に，アンチ・ダンピングと相殺関税の調査に当たってVERによりその事件を

解決できれば，不経済で手間のかかる手続きが不要になる。最後に，VERによ

る輸入の減少により輸入国内での当該商品の価格が上昇し，輸出国側が輸出価

格をつり上げてVERの実行前に比してより多くの利益を獲得できることもあ

り得る。このことも，ときには輸出国がVERの実施期限切れであるにもかかわ

らず，それを続ける原因の一つである。これらの誘因のため，VERは，今や正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
式なセーフガード措置より国内産業の救済に盛んに利用されている。しかし，．

VERは，このような二国間，より厳密に言えば，二国の産業界の側面から評価

すれば有利かもしれないが，国際自由貿易体制を象徴するGATT規定の実効



輸出自主規制の法と経済 57

性，世界資源の効率的運用，国内競争政策の目的並びに多数の消費者の保護な

どの側面から考えると，非難されるべき点が少なくない。そこで，本稿は，VER

の経済及び法律に関する問題を検討することを通じて，VERの全般的解明を試

みる。まず，VERの経済上の意義が検討される。そこではVERにより輸入国

の厚生水準が低下することが，明らかにされる。次いで，VERがGATTと一

致するか否かを調べ，ほとんどの場合VERが，　GATTの規定と一致しないと

思われることを述べる。更に，国内法の観点からVERを検討する。現代VER
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10｝
のパイオニアであるアメリカと日本のVERに関する運用が，もっとも興味深

いと思われるので，両国の通商法と競争法の規制を取り上げてVERの位置付

けを究明する。そこでは，VERを円滑に働かせるため巧妙な法の運用と解釈が

しばしぼ見られるが，政治紛争の拡大を避ける緩衝作用を有するVERの性格

が，はっきり現れている。国際経済の相互依存関係がますます緊密になるにつ

れて貿易摩擦も絶えず発生する時代に，VERの出現それ自体には，必要性・必

然性があるかもしれないが，経済的厚生，消費者の権利を害し，現行法規を逸

脱して法の実効性を損なうような野放しのVERが許容されるべきでないこと

を論証することが，本稿の問題意識であり課題である。

II．経済的効果

　VERは，通常輸出数量制限という手段で行われるから，　VERについての経

済効果の検討に際し，輸出数量制限と類似の効果を持つ輸入数量制限から出発

することが適当であろうと思う。一般的に言えば，国際的に自由な物の流れを

妨げる国境措置としては，関税と数量制限が挙げられる。しかし，関税の徴収

により輸入数量を一定の限度まで制限できるとしても，関税措置には不確実性

が生ずる。つまり，外国事業者が技術の革新と進歩により生産コストを低下さ

せることができると，これまで制限されている輸入量を越えて大量に輸入され

ることになるかもしれない。この場合，輸入量をもとの水準に戻そうとすれば，

関税率を引き上げなければならないであろう。しかし，関税率の引き上げが現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
状では非常に困難であると指摘されている。関税を引き上げないと保護の対象

である産業が，打撃を受け，関税徴収の目的は，その意味を失う。これに対し

て，輸入数量制限は，外国の技術進歩による生産コスト引き下げがいくらあっ

ても恒常に一定の輸入量を維持できる。かかる輸入数量制限は，国内産業の保



58 一橋研究　第16巻第1号

護，特に幼稚産業の育成にかなり役立つと思われる。

　もし輸入数量制限がないとすれば，輸入者は，世界市場における価格で当該

商品を購入できるはずである。しかるに，今は，輸入国により輸入数量が制限

されて，供給量がもとの水準に維持できなくなるから，過剰の需要量を削減す

るため，価格が引き上げられる。こうして，当該輸入品の価格が世界価格の水

準を上回ることとなる。しからば，誰が価格上昇によって生まれる利益を獲得

するかが，問題となる。

　この問題に対する答えは，二つに分けられる。一方，輸入国政府が当該商品

を輸入しようとする輸入業者の間で輸入割当許可を競売（auction　off）する場

合には，その競売利得すなわち価格上昇の利益は政府により得られる。他方，

輸入国政府が競売の方法によらず単に行政的に輸入割当許可を配分すれば，輸
　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　　
入業者がその価格の上昇利益を獲得する。いずれにせよ，政府か輸入業者がそ

の利益を得ることは，国内所得の再配分の問題である。しかし，VERの場合に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13＞
は，その利益が輸出国に移転することとなる。

　VERは，輸出国により自主的に行われるので，その輸出数量の管理は当然輸

出国の政府あるいは産業組合によって施行される。輸入国への供給量の減少を

契機に輸出価格がつり上げられ，輸出業者は，輸入国を除く他の世界市場の当

該商品に対する需要が弾力的である限り（それにより，交易条件の損失がほと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユの
んどないこととなる），当該VERから超過利潤を獲得する。なお，輸出枠が既

存業者の間に配分されているので，その輸出に新規参入しようとする業者は，

既存業者の当該期間に未輸出の枠内で輸出するほかない。この意味で，VERは，

この輸出分野の新規参入を阻止するおそれが強い。したがって，VERを通して

輸出業者が，輸出カルテルを結成しやすくなる。この際，超過利潤最大化に達

するための価格設定に基づいて輸出量が決定され，その結果輸出価格が一層つ

り上げられて，実際の輸出量がVERの枠を下回ることもあり得る。実際，1987，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロら　
1988年に日本の対米乗用車輸出は，規制の輸出枠を下回っている。このような

カルテルがVERの実施期間が満了するとともになくなるか否かは，疑問なし

としない。

　他方，輸入国の産業は，輸入数量の減少による価格の上昇と共に生産量を増

加する。更に輸入制限が外国産心あるいは政府によって管理されているため，

国内産業は，価格競争に直面する圧力の軽減を利用し，外国産業との関係でプ
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　　　　　　　　　（16）
ライスリーダーとなる。そして，輸入国の産業が価格をつり上げるたび，外国

産業もそれに同調して輸出価格をつり上げる。その結果，輸入国の産業と輸出

国の産業が，共にVERにより多くの超過利潤を獲得する。このVERの損失を

被る被害者は，他ならぬ輸入国の消費者である。日米自動車VERに関する実証

研究によると，1981年目ら1984年にかけて米国の消費者は，そのVERがない場

合より617（もし品質改良による価格の上昇をも含めば1617）ドル高い価格で自

動車を購入した。この四年間には，消費者の損失の総計は，167億5千万ドルで

ある。このうち，おおよそ60－120億ドルは，米国の自動車産業に移転し，残る

50－110億ドルは，日本自動車業者への移転と死重的損失（dead　weigt　loss）を
　（17）

表す。

　力が分散している多数の消費者は，一人一人の損失が少ないため立法府また

は行政府にロビーすることがほとんどないのに対し，産業団体は，損失が発生

すれば直ちに力を集めてロビーイング活動を通じて自分達の声を反映させ保護

措置を要求する。しかも，VERは，普通，正式には公開されないので，不透明

の性格を有する。消費者がそのVERを知らないまま損失を受けることは，少な

くない。結局，国内産業が，保護されかつ多くの利益を得るが，その利益が国

民の間に再配分されるわけではなく，生産者の私腹を肥やすこととなる。しか

し，産業が保護されることは，生産を保護することでない。すなわちVERがな

い場合，国内産業は，外国のより効率的な産業の競争圧力にさらされ，市場シェ

アを維持するため事業努力を尽くさねばならないはずであるが，VERにより効

率的な外国の供給者からもたらされるはずの競争圧力が減殺されると，その結

果として非効率業者が温存されることとなり，技術の進歩と技術革新への刺激
　　　　　　　　　　　　　（18）
が弱まることになりがちである。したがって，VERは，経済的厚生，消費者保

護，競争政策などの側面でいくつかの欠陥を有するため，その存続期間が常に

短いのである。

　もっとも，VERは，雇用の維持または増加，産業調整に必要な時聞をもたら

し，商品の品質を高め及び自国への投資を誘致することになると評価されるこ

とがある。輸入数量が制限される結果，国内の生産が拡大する。そのことに応

じて雇用量は，増加することとなる。それゆえ，労働組合は通常VERの導入を

強く要請するのである。VERのメリットに関するこのような評価にもかかわら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
ず，VERにより雇用が反って減少するケースが起こりうる。1973－84年のアメ
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リカとECでは，繊維・衣服，鉄鋼のVERが存在していたにもかかわらず，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛20）
れらの産業における雇用率が減少しつつあった。雇用は増加できるとしても，

相当な費用がかかるのである。前述の日米自動車の例では，一人の雇用機会の

増加は，全体経済に約111，000－145，000ドルのコストがかかっている。雇用の維

持または増加は，他の補助金の援助などの方法によっても達成できるが，雇用

の保護を目的とするVERのコストは，他の六つの選択肢に比してもっとも高
　　　　　　　（21）
いと指摘されている。

　もしVERによって競争力が減少しつつある産業が，このVERの存続期間内

に技術を革新し生産コストを減らし競争力を取り戻せれば，国の産業政策とし

ては，かかるVERは，積極的に評価されるべきであろう。なお，この場合には，

当該産業が真に再生できるものかという点，そしてこのVERが永続化しグ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
ローバル化するかという点は，慎重に考慮されなければならない。更に，GATT

規定との整合性についても，注意を要するのである。

　輸出産業は，VERのため輸入国への輸出が制限されるので，普通の企業戦略

としての輸出増加により利潤を極大化することができなくなる。そこで，輸出

産業が既存の枠内で利潤を維持し増加させようとする場合には，二つの途があ

る。一つは，生産コストを低下させることであり，もう一つは，輸出商品の品

質を改善し，またはもとの低価の輸出品に代えて高価な商品を輸出し，単位ご

との利潤を増やすことである。このようにして，品質競争が，発生することと

なる。このことは，プライスリーダーシップと互いに作用しあい，当該商品の

価格が一層つり上げられる。その結果，商晶の多くは，高品質，高価格の品目

に占められる。しかし，競争市場においては，消費者は，自己の選好に基づい

て多様な価格と品質の品物の中に購買行動を決定するはずであるが，VERの実

施のため消費者の選択権が，制限される。消費者にとって，このことは，好ま

しくない一種の負担であるといえよう。

　輸出産業がVERを回避するために，輸入国に直接投資をし現地生産を行う

こともあり得る。この直接投資は，輸入国にとって税収面，雇用，国際収支の
　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
均衡などの点で好ましい効果をもたらす。しかし，この直接投資の効果は，一

定の限度にとどまる。例えば，単に組立作業の工場が設立される場合，そこで

創出される労働力は，比較的未熟であり，輸入国の国際競争力の促進に積極的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
な役割を果せない。ところで，ECアンチ・ダンピング規制における反回避税を
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課徴する原因には，多くの外国企業は，アンチ・ダンピング税が課されあるい

は調査が開始された後，EC加盟国内でいわゆる「スクリュードライバー」工場

を作りだすことということがある。以上のエつの種類の工場建設の動機と結果

は，若干の点において異なるかもしれないが，貿易障害の回避と未熟な労働力

の創出との点については同じである。なお，本来外国に直接投資をするのは，

生産の効率との基準によるべきであるが，VERを回避しようとする投資は，生
　　　　　　　　　　　　　　（25）
産の効率を損なうこともあり得る。

　これまでの説明は，専ら輸入国と輸出国二国間の関係に着目したが，VERの

輸入国に輸出を行う第三国または世界市場にもたらす影響はどうであろうか。

輸入国への輸出が制限されることを見て，当該輸入国に輪出を行う第三国は，

速やかに輸出を増やしVERの実施国の残りの供給不足量を填補しようとす

る。短期的には，第三国は，このVERにより多くの利益を獲得できる。もっと

も，国内産業の保護を目的とするVERによる輸入制限は，第三国からの大量輸

入により効果がなくなるおそれがあるので，輸入国は，次いで第三国に対して

もVERを求めることとなる。ひいては，この輸入国をめぐってVERネット

ワークが形成される。1970年に日米繊維協定が締結された後，間もなくアメリ

カが台湾，韓国，香港にも同種の協定を求めたことは，このような事例であっ

た。他方，当該輸入国への輸出が制限されているので，輸出産業の過剰生産は，

世界市場に流出し，世界市場における当該商品の価格低下を引き起こすことも

ありうる。このことは，特にVER実施国の生産が世界市場全体に高い割合を占

める場合には，確実である。そこで，輸入制限を行う国以外の世界市場では，

価格低下のため当該商品に対する需要量が増加する。一方第三国は，VERの対

象国への輸入を増やせるが，VER実施国との間では世界市場において，より激

烈な競争に直面する。そして，第三国の産業が，だんだんと激化しつつある競

争に対抗できず政府に保護措置を要求するに至る。この際，第三国も，当該輸

出国にVERを求めることとなる。このことは，前述の輸入国をめぐるVER

ネットワークと相まって，全地球規模のVERネットワークを作り出す。言うま

でもないが，MFAは，かような事例の典型である。

　VERが差別的な貿易措置であり，しかもVERの求められる対象は，通常効

率的な生産手段を持つ国である。したがって，この意味では，VERは，自由貿

易の基礎である比較優位原則に真っ向から対立すると言える。一言で言えば，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）
VERは，比較優位原則のない貿易を企てるものである。したがって，　VERの

蔓延によって世界の厚生水準が，低下するおそれがある。このようなことは，

軽視されるべきではないが，自由貿易体制の柱であるGATTには，　VERの蔓

延に対する規制手段が，存在するであろうか。

III．　VERとGATT

　GATTは，1948年に発足して以来，自由・多角・無差別原則に基づく関税の

軽減と非関税障壁の削減に大きな成果を上げている。VERのような二国間での

差別的な措置は，明白にGATTに違反するのであるが，果たしてGATTが，

VERを規制することができるであろうか。

　1．GATT　11条1項

　GATT　l1条1項には，数量制限の一般的禁止が定められている。それによる

と，GATTの締約国は，他の締約国からの輸入あるいは他の締約国への輸出に

つき数量制限をすることができない。なお，11条2項において農産物に関して

は，例外規定が設けられている。VERは，普通，輸出国が自主的に輸出数量を

規制するという方法をとるので，輸出数量制限を禁止するGATT　11条1項に

違反することは，明らかである。それにもかかわらず，GATTは，締約国政府
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）
の行為には適用されるが，私人または私的企業の行為には適用されない。もし

政府の関与なしに輸出産業が自主的にVERを実施するとすれば，そのような

VERは，輸出国あるいは輸入国の競争法の規定に違反するかもしれないが，

GATTの違反とは言えない。ところで，輸出産業のVERの実施行為が政府に

よって奨励される場合には，このVERのGATTにおける位置付けが疑わしく

なる。というのは，GATT　I1条1項は，数量制限の措置につき「その他の措置

によるとを問わず」と述べているからである。この「その他の措置」という文
　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）
言は，かかる奨励行為をも含むであろう。この意味で，日本政府の行政指導は，

GATTにおいてどのように位置付けられるのか。確かに，1988年5月4日に

GATT理事会によって採択された日米半導体協定に関するパネルの裁定にお

いては，日本政府が実施している第三国市場向け半導体のコスト，輸出価格の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
監視措置は，GATT　ll条1項に違反すると判断された。ただし，このような奨

励行為がどの程度まで実効1生を持ちGATTに違反するかしないかは，明らか

ではない。おそらく，具体的状況に即しケース・バイ・ケースで当該奨励行為
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または干渉行為がGATTに違反するか否かを判断するほかないであろう。

　2．GATT　13条

　数量制限が他の条項（例えば，19条の緊急措置，20条の一般的例外）によ

り正当化される場合には，その制限措置の行使には，13条により一定の義務が

課される。つまり，数量制限の実施に当たっては，無差別適用原則に従って行

われなくてはならない。VERの特徴は，その実施の対象が特定の国に限定され

るものである。このことは，差別適用であり，13条に違反するおそれが強い。

　ここでは，MFAについて少し述べたいと思う。1961年の国際綿製品短期取決

め，1962年の国際綿製品長期取決めを経て，MFAは，1974年に発効した。その

後，三回の更新によりMFAは，現在1991年7月まで有効である。MFAのもと

では，すべての加入国は，繊維製品の輸出と輸入について他の加入国と協議し，

二国間の協定を結び年間の輸出数量枠を決定する。そして，その協定は，繊維

監視機関（TSB）に通報される。　TSBは，　MFAの実施を監督すると同時に，

紛争の仲裁者でもある。かくして，MFAは，組織的なVERといえるであろう。

したがって，数量制限と差別適用の性格を持つMFAの加入国は，　GATTの加

盟国であるかぎり，GATT　11条1項または13条に違反するはずである。それに

もかかわらず，このGATTからの重大な逸脱は，これまで黙認されてきた。し

かも，MFAの加入国は，　GATTに違反するとの指摘に対し，自分がGATTに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
おける権利を部分的に放棄（waive）すると反論する。主権国家の産業政策と国

際市場秩序を定める貿易ルールは常に相克するといわれるが，MFAは，そのよ

うなことを反映したよい例である。なお，最近，繊維貿易をGATTルールに統
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）
合し，MFAを撤廃しようとする動きが見られる。

　3．GATT　19条

　VERの関係国は，主としてGATT　19条を盾に取りVERを正当化しようと

する。GATT　l9条は，困難に直面する産業を救済するため一時的な数量制限を

容認するが，その実施に当たっていくつかの要件が充たされなければならない。

GATT　19条1項は，次のように述べている：

締約国は，事情の予見されなかった発展の結果及び自国がこの協定に基づいて負

う義務（関税譲許を含む）の効果により，産品が，一・個内生産者に重大な損害

を与え又は与えるおそれがあるような増加した数量で，……輸入されているとき

は，……必要な限度及び期間において，その義務の全部若しくは一部を停止し，
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　又はその譲許を撤回し，若しくは修正することができる。

　そして，3項は，この措置の発動の結果影響を受ける国に対し締約国団が否

認しない対抗措置を執ることを認める。

　国内生産者を救済する手段としてのGATT義務の停止は，関税の引き上げ

と輸入数量制限とを含むと解されている。しかし，かかるGATT義務の停止が

GATT　1条と13条に定められている無差別原則を包含するか否かは，従来，議

論のあるところである。無差別適用を支持するものは，GATTの準備作業，ハ

バナ憲章におけるGATT　19条に相当する条文の解釈及びGATTの現実の運
　　　　　　　　　　　　　（32）
用例を根拠として議論を展開する。他方，GATT　19条が無差別原則を要求して

いないこと，現実にはGATTの運用において差別待遇が存在すること及び国

内産業に損害をもたらさない輸入も規制の対象となるのは公正ではないことな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
どにより，19条の無差別適用に反対する意見もある。東京ラウンドにおいては，

選択セーフガードの導入について大いに議論されていた。ECは，選択セーフ

ガードの合理性を強調しその導入を強く支持したが，他方，途上国は，自国が

セーフガードの主な適用対象となることを恐れたために，その導入に強く反対

した。その結果，東京ラウンドの選択セーフガード導入議論は，不調に終わっ

た。

　そもそも，GATTは，貿易障壁のない自由貿易を目指しているのであるが，

国内産業を救済するために一時的に輸入の数量制限を容認しているのがセーフ

ガードなのである。したがってこの条項は，二つの相矛盾する目的の関連を現

しているといえる。一つは，貿易自由化のコミットメントの政府による尊重で

あり，他の一つは，経済状態が必要とすれぼ，制限的措置を課して国内市場を

政府が保護することを可能にする工夫の余地を維持しなければならないという
　　　　　　　（34）
政府の関心である。それゆえ，セーフガード措置を行使する際，それによって

もたらされる弊害が，最小限に収められる必要があると思われる。差別適用の

拡大は，国際関係の悪化，並びに資源配分の非効率性，及びその結果としての

世界の富と成長率（world　income　and　growth　rates）の低下をもたらすこと

になる。さらに，差別適用を認めることは，直接・間接的により多くの貿易制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨら　
限措置の導入への途を開くことにもつながる。これらの不利益をセーフガード

の目的に照らせば，セーフガードの行使が無差別原則に従って行われるべきこ

とは，明らかである。しかも，セーフガードの選択適用を認めることは，現在
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蔓延しているVERに合法的な地位を与えることになるかもしれない。した

がって，今日ではセーフガードの無差別適用の原則は，一般に受け入れられて

いる。なお，無差別適用が輸入制限を執る国に限られ，対抗措置を執る国がこ
　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
れに拘束されないことは，勿論である。

　いま，19条の適用条件が充たされており，輸出国側が，輸入国と合意しまた

は種々の要素を比較衡量した結果自主的にVERを執る方が自国にとってもっ

とも有利な選択である，と判断してVERを実施したとしよう。この場合，輸出

国は，GATTに違反することになるのであろうか。積極的に解する見解は，こ

のような場合にVERを認めることは，　GATTの実効1生を低下させることにつ

ながるという点，及びVERの実施国は多くの場合大国に強制されてそれを行

う傾向にあるという点を強調する。しかし，民事訴訟事件の回外和解（out－of－

court　settlement）と同様にGATT枠外でVERを以て貿易紛争を解決するこ

とは，GATTの実効性を損なうものではなく，もし輸出国が，強制的でなく真

に自主的にVERを実施するのであれば，それを禁止する必要はないとして，か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）
かるVERを容認すべきであるとの見解も存在する。もし，この見解が正しいと

すれば，それには，さらにもう一つの要件が必要である。すなわち，このVER
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）
の実施は，第三国に悪影響をもたらしてはならないということである。いずれ

にせよ，GATTユ9条は，無差別適用の原則に服すると解される以上，それに違

反する限り，19条の無差別適用により生ずる可能性のある貿易紛争を解決する

手段として，このようなVERの適用が許されるべきではないと思われる。

　4．GATT　23条

　GATT　23条1項には，締約国は他の締約国の執る措置により自国のGATT

における利益が無効化あるいは侵害される場合，他の締約国と協議することを

請求できると定められている。2項には，1項の協議が調わなかった場合，締

約国団による協議に移り，そして，締約国団は，その措置に対し適当な勧告ま

たは決定を行うことができると定められている。1955年以降，当該措置の

GATTにおける評価が，三人または五人の専門家から成るパネルに委ねられて

いる。パネルが，当該措置に対し裁定を下し，その裁定が，GATT理事会によっ

て採択される場合，正式な勧告となる。

　したがって，締約国は，自国のGATTにおいて享受できる利益が他の締約国

の措置によって侵害される場合，23条の手続きに従い，いつでも当該措置の撤
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回を求めることができる。VERも，もちろんその例外ではない。また，　GATT

の慣行においては，GATT条項（例えば，1条，11条，13条）に違反する行為
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
は，プリマ・ファシー・ケース（prima　facie　case）である。すなわち，被提

訴国は，提訴せられた行為についてGATT規定に違反しないことについての

挙証責任を負うこととなる。VERは，一見したところ，　GATT　ll条または13条

に違反するので，プリマ・ファシー・ケースの範疇に入る。そこで，VERによっ

て負担をかけられる国は，VERに対し提訴する場合には，「無効化または侵害」

の存在を推定されるので，挙証責任を軽減される利点がある。

　もっとも，VER関係国のどちらが，この紛争解決手続きを求めるのか。　VER

の実施国が自己の行為に異議を唱え，23条の手続きを求めることは，ほとんど

考えられないことであろう。しかも，無効化と侵害の要件が充たされるか否か

は，疑わしいのである。そして，VER措置の実施の対象国は，しばしばそのVER

の実施を要請する国であるので，この国から協議の申し出をすることもまずな

いのである。その結果，今までVERの関係国は，一度も23条の手続きを利用し

たことがない。そこで，この手続きを求める可能性のある国は，VERにより損

害を被る第三国となる。つまり，第三国は，当該VERにより自国のGATT上

の利益を侵害されていると証明することができれば，23条の手続きを求めるこ

とができる。ECは，1986年10月8日に日米半導体協定に対しGATT　22条と23
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）
条2項に基づいてGATT締約団に提訴した。　ECの提訴の理由は，二つある。

一つは，この協定がアンチ・ダンピング・コードを逸脱することである。いま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）
一つは，この協定がGATTの最恵国待遇に違反することである。前者は，具体

的に言えば日本政府の実施している対第三国市場価格の監視制度である。この

監視制度により，半導体製品のEC加盟国への輸出価格が増加し，　ECは，負担

をかけられており，23条の当事者としての資格を有することとなる。ところで，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
VERによる無効心ないし侵害の成立は，常に存在することでもないし，国内産

業が損失を受けても政府は，政治的配慮のため提訴しないこともありうる。そ

れゆえ，VERがGATTの場で審議される事例は，非常に少ないのである。

　5．アンチ・ダンピングと相殺関税の調査における価格に関する約束

　1979年のアンチ・ダンピング・コードの第7条1においては，輸出業者が自

発的な約束をすることにより調査手続きを中止または停止させることができる

と定められている。そして，この約束は，価格の修正とダンピング価格による
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「輸出の停止」とを含めている。他方，同じ年に締結された補助金・相殺関税

協定の第4条5（a）においても，輸出国政府が補助金の廃止，補助金の制限若し

くは補助金の及ぼす影響に関連する他の措置をとることまたは輸出者が補助金

の及ぼす有害な影響を除去することによって，手続きを停止又は終止させるこ

とができると定められている。ここにいう措置は，輸出の制限をも含むと解さ

れるべきである。なお，補助金・相殺関税協定は，政府による措置を規定して

いる点でアンチ・ダンピング・コードと異なる。

　ペータースマンは，次のように述べている。補助金・相殺関税協定における

約束は，GATTに適合する態様（例えば，無差別的な輸出税）で実施されうる

ので，この約束の実施はGATTの規定と一致するように解釈されなければな

らない。もし，かかる約束がGATT　I1条，13条に違反する輸出制限である場合

には，それにより影響を受ける締約国が，GATT　23条に基づいてそれの撤回を

要求することができ，補助金・相殺関税協定の規定によって，当該輸出制限を
　　　　　　　　　　　（43）
正当化することはできない。私見も，第三国が利益を侵害され，それを回復す

るために不当な約束の撤回を要求できるという点については賛成であるが，約

束の実施が無差別原則に基づいて行われなければならないとする点には問題が

あると思われる。さらに「個別の輸出国を差別する選択セーフガード措置は，

ダンピングが行われ若しくは補助金が支給されているような不公正な輸入の場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
合にのみ容認される」とも，彼は述べている。つまり，このような不公正な輸

入に対抗する措置は，選択適用の性格を帯びているというのである。このよう

な選択適用の性格は，上記のような約束の実施にも適用されうると解されるべ

きである。そのように解釈しないと，問題が生ずることになる。例えば，無差

別的な輸出税を徴収するような場合を想定すると，分かりやすい。本来，当該

輸入品目を生産する産業が未発達な国は，補助金の支給されている安価な製品

の輸入を大いに歓迎しているであろう。いま，無差別的な輸出税を徴収するこ

とは，これらの国の望んでいる利益をも奪ってしまうことになる。このような

悪影響をもたらす約束の実施は，輸出補助に対抗するための相殺関税措置の目

的ではない。したがって，補助金・相殺関税協定における約束（政府間のVER

協定も含む）には，差別適用が認められるべきである。

　補助金・相殺関税における約束と同じように，アンチ・ダンピング措置にお

ける約束も，選択適用の性格を持つ。すなわち，ダンピングに対抗する措置は，
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ダンピングの輸出国に対してのみ適用される。ただし，アンチ・ダンピング・

コードは，政府がダンピング輸出産業の代わりにまとまった一つの措置として

約束をすることができるか否かについて規定していない。なお，GATT　11条，

13条に違反する政府の輸出制限措置は，たとえそれが当事国間のダンピングの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）
防止を目的とするものであっても，禁止されるとの見解がある。また，条約法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）
に関するウィーン条約41条1も，その禁止の根拠として用いられている。条約

法に関するウィーン条約41条1は，次のように述べている：

　　多数国間の条約の二以上の当事国は，次の場合には，条約を当該二以上の当事国

　　の間においてのみ修正する合意を締結することができる。

　　（b）当該二以上の当事国が行おうとする修正が条約により禁止されておらずかつ次

　　　の条件を満たしている場合

　　（1）条約に基づく他の当事国による権利の享有又は義務の履行を妨げるものでない

　　　こと。

　　（ii）逸脱を認めれば条約全体の趣旨及び目的の効果的な実現と両立しないこととな

　　　る条約の規定に関するものでないこと。

　しかし，アンチ・ダンピングに関連する一定の輪出制限協定が，正当化され
　　　　　　　　　　　　　　　く　
ることもありうると指摘されている。そこで，いかなる条件の下でこの「一定

の輸出制限協定」が，成り立つかを検討したいと思う。確かに，アンチ・ダン

ピング・コードにおいては，輸出国政府が，アンチ・ダンピング調査当局と約

束をすることができるとは定められていないが，そのことを禁止するとも規定

されていない。それゆえ，そのような約束と同じ条件で締結される二国間の協

定のGATTにおける地位も，不明確である。アンチ・ダンピングに関する政府

間の輸出規制に反対する見解は，かかる輸出制限がGATTの規定を逸脱する

と述べている。そして，そのGATTの規定とは，1条，13条の無差別原則，10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）
条の公表義務及び11条の数量制限禁止を意味する。しかし，すでに述べたよう

に，アンチ・ダンピング規制そのものは，差別的な性格を持っている。また，

前述の「輸出の停止」は，数量制限をも含む概念であると思われる。もし，こ

の輸出規制が，両国の暗黙の合意ではなく正式な協定の締結を通じて成り立つ

とすれば，公表義務が果たされることになる。そう考えれば，このような協定

は，GATT全体の趣旨及び目的の効果的な実現と両立しないと言うことはでき

ないであろう。そのうえ，第三国に影響を与えない限り，GATTは，国際法上

の後法優先の原則（later　in　time　rule）によりその発効後締結される協定に適
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　　　　　　　　　　　（49）
用されないとの見解もある。関係当事国は，これらの要件を充たす約束を締結

することにより，GATT規定を修正することができる。したがって，正式な政

府間のアンチ・ダンピングに関するVERは，約束の締結要件が充たされかつ第

三国に悪影響をもたらさない限り，GATTに違反しないと思われる。

　我々は，VERを黙認してそれを助長することはできないが，現行のGATT

規定においては，相殺関税，アンチ・ダンピング規制などの分野につき，いく
　　　　　　　　　　　　　　　　　（rJo）
つかの例外を認めざるを得ないであろう。かようなVERの濫用を防ぐために，

GATTは，これらの例外を自己の監督に服させる措置を執るべきである。なお，

たいていの場合には，VERは，依然としてGATTに違反し，禁止される行為

である。それを有効に規制しようとするならば，それはGATTそれ自体の執行

権限の強化の問題にかかわってくる。その点は，本稿の論述対象とはされてい

ない。

IV．　VERと国内法

　ユ．アメリカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）
　VERは，　ECよりもアメリカの貿易政策において重要な役割を演じている。

このことは，1986－1987年に世界中で公に知られている137件のVERには，ア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）
メリカがその中の45件を占めていたとの調査からも，分かるであろう。しかし，

立法権と行政権の分権原則，当初からの反トラスト法の厳しい運用の姿勢など

によりVERをめぐって大きな論争が，起きている。これらのことと深くかか

わって，VERの検討につきいくつかの興味深い問題の側面が登場する。

　（1）通商法規

　アメリカの通商法規の中で，VERともっとも密接な関係のあるのは，1974年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（53）
通商法第201条，いわゆるエスケープ・クローズ（escape　clause）である。この

201条の規定内容は，大体GATT　19条の規定と同じである。201条によると，国

際貿易委員会（ITC）は，利害関係者の提訴，他の政府機関からの要求または自

己の職権により外国からの増加した輸入が国内産業に対する重大な被害または

そのおそれの実質的な原因となるか否かについて調査を行う。肯定的な決定が

下だされる場合，ITCは，大統領に対し産業救済措置に関する勧告を行う。こ

の場合の救済措置は，関税引上げ，関税割当，輸入数量制限，調整援助などを

含んでいる。大統領は，ITCの勧告を拒否し，他の措置をとることができる。
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この他の措置には，輸出国とVERに関する協定を締結することが含まれて
　（54）

いる。けだし，同法第203条においては，大統領が，OMAを締結する権限を与

えられるわけである。それゆえ，201条の要件が充たされる場合には，VERの

締結が合法であると認められている。かかるVERは，　GATT上の地位が明ら

かではないかもしれないが，アメリカ国内法においては問題がないといえよう。

　ところで，大統領は，ITCの調査なしにあるいはITCが201条の調査につき

否定的な決定を下す場合には，自ら輸出国にVERを求めることができるのか。

アメリカ憲法においては，外国通商の規制権限を議会が有すると定められて
　（55）

いる。そこで，議会が，行政府に特定の事項につきその権限を委任する場合を

除き，外国通商に関して独占権を持つ。しかし，大統領は，外交事項に関する

固有の権限がある。そして，その外交権は国際経済分野に及ぶか否かは，一つ

の問題である。この問題に関する見解は，多様であるが，決定的な結論は未だ
　　　　　　（56）
に出されていない。

　1968年頃に，アメリカ政府は，競争力の衰退しつつある鉄鋼業界と議会から

の圧力に対処するため，外国業者と交渉しVERを求めていた。同年12月に交渉

が妥結し，欧州と日本の鉄鋼業者は，アメリカ政府に書簡を送り，1969年から

1971年にわたって対米鉄鋼VERを実施することを示した。その後，鉄鋼労組と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（57）
鉄鋼業者の要請により，当該VERは，更に1974年まで延長された。かかるVER

の期限が延長されたことを見て，アメリカの消費者団体であるConsumers

Uni　on　of　U　．　S．（以下CUと略する）は，そのVERに対し大統領の越権行為と
　　　　　　　　　　　　　　　　（58）
反トラスト法違反を理由として提訴した。その後，CUが，反トラスト法違反に

関する訴訟を取り下げた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）
　第一審の裁判所は，1962年の通商拡大法におけるエスケープ・クローズ条項

は外国からの輸入増加に対し唯一の救済手段ではないと述べ，大統領の外交権
　　　　　　　　　　　　　　（60）
限によるそのVERの効力を認めた。控訴審裁判所は，外国業者の書簡が議会と

行政府を拘束しないことと当該VERの懇願的性格を捉えて，第一審の判決を
　　　｛61）

支持した。結局，VERの締結に対する大統領の権限の問題は，依然として明ら

かではないといえよう。いずれにせよ，この判決の結果に対応するために，議

会は，1974年通商法の立法において大統領にOMAの交渉権限を付与しなが

ら，大統領がITCの勧告と異なる措置をとる場合，議会が拒否権
　　　　　　　　（62）
（legislative　veto）の発動により当該措置を覆すことができる，との条文を法
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案に盛り込んだ。このことは，議会の外国通商に対する独占権取得の意図を示

すものであるといえるであろう。この条文の内容と立法の趣旨に照らして，ITC

の否定的な決定を無視して，大統領が委任される権限を越えるVERの実施の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（63）
ための交渉を行うことは，違法であるとの見解がある。

　なお，政権の更迭と共に行政の指導者それぞれ，自己の国際経済分野の権限

についての見解も異なるようである。カーター政府は，この権限を持っていな

いとの立場をとり，それに反してレーガン政府は，その権限があると考えてい
　　　　　　　　（64）
たと指摘されている。確かに，レーガン政府は，かような権限を持つ意を表明
　（65）

した。それにもかかわらず，同政府は，VERの交渉に際しその権限の行使を控

え，あくまでも相手国に自主的にVERをとらせるように圧力をかけ，議会との

正面衝突を回避しようとした。このようなあいまいな権限の限界づけは，反ト

ラスト法の厳しい運用と相まって，アメリカと交渉しようとする国に混乱をも

たらすと言わざるを得ない。

　大統領は，1974年通商法の203条に基づいてVER協定を締結することができ
　　　　　　（66）
る他，同法301条によってもVER協定を締結することができる。301条は，外国

政府の慣行が米国との通商協定に違反し，または不合理，または差別的で米国

の通商に負担をかける場合，大統領が報復措置をとることを認めていたが，1988
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（67）年包括貿易・競争力法により当該報復権限が，通商代表に移管された。通商代

表は，利害関係人の申立てまたは職権に基づいて調査を開始すると同時に国際

協定に基づく紛争解決手続きをも開始しなければならない。ここにいう国際協

定に基づく紛争解決手続きは，GATT　22条，23条を中心としていると思われる。

そして，国際協定に基づく協議が整わない場合には，通商代表が，一方的に報

復措置をとることができる。協議の内容には，VERを包含すると思われる。ま

た，かかる報復措置は，当該外国政府の慣行が行われる分野ばかりか，他の分

野に対してもとることができる。日米半導体事件に見られるごとく，アメリカ

政府は，協議の相手国が一方的な報復措置を恐れることを利用して，かなり不

合理な条件さえ相手国に押しつけている。

　そのうえ，外国間のVER協定により，VER実施国のアメリカ市場への輸入

がアメリカ通商に負担をかけるほど増加する場合，このVERは，不公正慣行と
　　　　（68）

されてきた。／976年に，アメリカの鉄鋼産業がEC・日本間のVERを政府に提

訴したことは，このような例である。
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　（2）反トラスト法

　もともと貿易政策と反トラスト政策は，消費者の保護及び自由貿易の促進に

つき同じ目標を持つはずであるが，アメリカでのこの二つの政策の実行は，し
　　　　　　　　　　　　　｛69）
ばしば反対の方向に向かっていると指摘されている。前述のごとく，VERは，

企業間の共謀行為を促進するおそれが強い。この共謀行為が反トラスト法の禁

止対象であることは，言うまでもない。

　したがって，外国政府あるいは企業は，アメリカ政府からVERを要請される

場合，反トラスト法違反の有無について特別の注意を払わなければならないこ
　　　　　　　　　　　（70）
ととなる。シャーマン法1条は，数々間または外国との取引または商業を制限

するすべての契約，トラストその他の形態による結合または共謀を禁止する。

その違反行為に対して，罰金または禁鋼の刑事罰が課される。また，私人は，
　　　　　　（71）
クレイトン法4条に基づいて当該違反行為に対し三倍賠償訴訟を提起すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（72）
ができる。そして，1945年のアルコア事件の判決において，ハンド裁判官は，

外国人の外国で行った行為であっても，もしその行為が国内で非難され，かつ，

その行為の効果が意図的に国内に及ぼされる場合には，その行為に対して国内

法を適用することができると宣言した。これは，つまり効果理論（effet　doc－

trine）による域外管轄権の承認である。したがって，　VERの実施は，この効果

理論における効果及び意図の二つの要件を満たす限り，反トラスト法の管轄権

に服することとなる。

　なお，この効果理論が過度に適用されれば，国際間の摩擦が引き起こされが

ちであることに鑑み，1977年のティンバレイン事件，1979年のマニングトン・

　　　　（73）　（74）ミルズ事件の判決は，管轄権に関する合理の原則を採用した。この原則による

と，管轄権の行使に際して外国法または政策との抵触の程度や当事者の国籍や

効果のアメリカに対する相対的重要性や意図の有無などの要素を比較衡量し，

管轄権を行使することが不当である場合には，国際礼譲のもとで裁判所は，当

該事件に対する管轄権を放棄すべきことになる。この原則は，今や司法省国際
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（75）
的事業活動に関する反トラスト施行ガイドライン，アメリカ対外関係法第三リ
　　　　　（76）
ステイトメントによって認められている。それゆえ，VERの実施者は，この管

轄権に関する合理の原則により反トラスト法の適用から免れることができる。

もっとも，この原則の適用は，すべての裁判所によって認められているわけで
　　（77）

はない。
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　いずれにせよ，議会に委任される権限に基づいて締結される正式な政府間の

VERは，反トラスト法の適用範囲に入らない。他方，政府の関与なしに私人企

業間が自発的に行う対米VERは，往々その抗弁の基礎が弱いので，反トラスト

法の違反になりがちである。そこで，議論に値するのは，外国産業がアメリカ

政府の要求のもとで実施するVER措置と，政府聞の暗黙の合意に基づいて外

国政府の執るVER措置との二つである。この場合，ある意味ではアメリカ政府

も，このVER協定の共謀者であり，反トラスト法の適用対象になるはずである

が，連邦政府が反トラスト法に違反すると判断しえないことが，判例により確
　　　　　（78）
立されている。また，前述CU事件においては，第一審の裁判所は，詰論にお

いて行政府がVER協定に反トラスト法の適用除外を与える権限を有していな
　　　　　（79）
いと判断した。1981年の日米自動車事件に際しては，政府内部も，日本企業に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（80）
適用除外を認めることはできないと決定した。このようにして，VERの実施国

または企業は，一方的に責任を負うこととなる。

　ところで，アメリカ政府自身は，VERの実施に関与しあるいは実施を勧誘し

たので，当該VERに対し提訴することは，まずないであろう。しかし，　VER
　　　　　　　　　　　　　　　　（81）
の実施により損害を受ける私人の提訴は，阻止されない。もっとも，外国政府

の行為は，国家行為理論によりアメリカ裁判所の審査対象から排除される。こ

の理論は，外国政府の行為に対する審査が，行政権と衝突するか，あるいは行

政権に困惑をもたらす可能性があるので，裁判所はかかる審査について自制す
　　　　　　　　　　　　　（82）
べしという考えに立つのである。この国家行為理論は，外国政府の統治行為の

みに限定されるべきか，または外国政府の商業行為にも適用されるかについて

の議論は，未だに決着していない。ともかく，政府によって実施されるVERは，

政策の決定であるかぎり，統治行為といえるので，外国政府は，このようなVER

により反トラスト法の適用に服さない。しかも，外国政府は，シャーマン法の

規制対象である者（person）または会社（corporation）でないので，シャーマ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（84）
ン法に関する提訴の被告にならないことをもって抗弁することもできる。とす

ると，私企業は，ほとんどの場合唯一の反トラスト法適用の対象となる。

　しかし，私企業は，自発的に行う輸出自制行為が，直接政府の指示に従って

他の企業との間に何らの意思連絡の存在しないことをもって抗弁することがで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（85）
きるか。すなわち，意思連絡のない平行行為の抗弁である。アメリカの判例理論

によると，共同行為は，次の要件を充たす場合に存在すると推定される。第一
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に，共同行為が意図されかつ要請され，事業者らがそれに従って当該共同行為

に参加したこと。第二に，当該共同行為に参加する各々の事業者が他の事業者

もこれに参加するということを通知されたこと。第三に，個々の事業者は，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（86）
の計画の成功のために互いに協力する必要性があると認識していたこと。VER

の実施は，まさしくこのような推定を受ける共同行為である。なお，外国企業

にとって，もう一つの抗弁が可能である。つまり外国主権強制（foreign　sove－

reign　compulsion）である。

　外国主権強制とは，外国政府によって強制された私人の行為が反トラスト法

の適用を受けないことである。その理論的基礎としては，外国政府に強制され

る事業者に対する公正の考慮，国際礼譲，シャーマン法条文解釈の限界，国家
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（87）
行為理論の延長，州行為理論の類推適用などが挙げられる。このうち，州行為
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（88）
理論の類推適用は，司法省の国際事業活動ガイドラインにおいて否認された。

外国主権強制の抗弁は，今日では一般に認められているが，それを適用した事
　　　　　　（89）
件は一件しかない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（90）
　外国主権強制の適用に際して単に外国政府の黙認，同意，権限の委任，奨励

または外国法規，政策と一致することだけでは，抗弁は認められない。必ず，

何らかの強制の意味がなければならない。1981年の日米自動車VERにおいて

は，日本政府が，各自動車業者に指示を発し輸出量の上限を定めた。そして，

業者が，それに従わない場合には，罰則を課され，更に外為法及び輸出貿易管
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（91）
理令により輸出承認制を導入することもありうる。これは，単なる「指示」が

強制の要件を満たさないことに対する配慮である。当時の司法長官は，このよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（92）
うに実施されるVERが反トラスト法上問題がないと信じると表明した。すな

わち，日本政府の行う行為が，反トラスト法上の外国主権強制の抗弁になりう

る。しかし，強制の具体的基準が，従来から議論されている。当初，司法省の
　　　　　　　　　　　　　（93）
国際事業活動ガイドラインの草案の段階においては，強制が，「外国主権の命令

に従わない場合に著しい罰（単なる便益の拒否ではなく）を受けるもの」に限

られたが，成立したガイドラインでは，「具体的な実質的便益を拒否されるもの」

も強制として認められている。例えば，外国政府が，VERに従う業者に対して

は市場率より低い金利で貸付をし，VERに従わない業者にはそのような優遇を

認めないとすれば，このことは，一見したところでは強制に該当しないが，自
　　　　　　　　　　　（94）
己資本比率が低いという特徴を有する日本会社にとっては実質的便益を拒否さ
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れることとなり強制に該当することもありうる。

　もう一つの問題は，当該外国主権強制の有効性ということである。言い換え

れば，当該強制は，法律に基づく合法的なものであるか否かということである。

しかし，強制の有効性を要求することは，外国政府の行為を審査することとな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（95）
る。これは，国家行為理論で禁止されることである。従来，司法省は，反対の

立場をとり，ガイドラインの草案においても「外国主権の命令は，その外国法

に基づくその権限の範囲に属するものでなければならない」と述べた。ただし，

成立したガイドラインでは，批判を受け入れ，かかる要件が，削除された。し

たがって，現在では，外国主権強制の判断にあたっては，強制の事実があれば

十分であり，その有効1生を問わないようである。このことは，例えばVERを実

施する場合の日本政府の行政指導にいえることである。当該行政指導は，日本

の独占禁止法に違反するかもしれないが，強制の要件に該当する手段で行われ

る場合，外国主権強制に該当する。もっとも，外国主権強制の抗弁が存在して

も，当該VERによりアメリカの消費者が大きな損害を強いられる場合には，消

費者の損害の程度と，強制される事業者を裁判にかける公正さとを，比較衡量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（96）
してから，当該抗弁を認めるか否かを決定すべしとの見解もある。ともかく，

外国主権強制は，今日では一般に反トラスト法上の抗弁として認められている

ので，VER実施国の政府は，自国の企業を反トラスト法の提訴から免れさせよ

うとする場合，通常強制の形でVERを実施する。しかし，外国主権強制の抗弁

が，盛んに利用されると，反トラスト法は，実効性を損なわれることになる。

VERにより，貿易政策は，達成されるが，競争政策は，後退を余儀なくされる

こととなる。

　最近，アンチ・ダンピングと相殺関税の提訴を手段として，相手企業または
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（97）
政府に対しVERを求めるケースが増えつつあると言われている。輸出企業が，

応訴による時聞，金銭の浪費及び秘密情報の暴露等への配慮から提訴者の要求

に同意するケースも少なくない。そこで，国内産業は，自己の利益を保護する

ためアンチ・ダンピングと相殺関税の提訴の容易さを濫用することもありうる。

このような競争を制限しようとする提訴は，反トラスト法上大きな問題を提起

する。しかし，アメリカ憲法においては，国民の政府に対する請願権が保障さ
　　　（98）

れている。その請願行為が，真に救済のために行われる場合，たとえそれが競

争制限を目的としても反トラスト法を適用されることはない。この原則を宣言
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（99）
したのが，いわゆるノア・ベニントン法理である。そして，請願の対象は，行

政，立法，司法三者を含んでいる。しかし，この請願権の利用は，無制限のも

のではない。つまり，見せかけの請願行為は，反トラスト法を適用除外される

ことができない。この見せかけであるため適用除外とならない場合は，二つに
　　　　　aoe）
分けられている。まず，行政と立法機関に対する請願は，非倫理的なまたは濫

用の手段をもって行われても違法ではないが，政府に影響を与える真の意図を

持たない場合には，違法である。他方，司法機関に対する請願は，非倫理的な

または濫用の手段をもって行われる場合，直ちに違法である。したがって，ア

ンチ・ダンピングなどの提訴が見せかけのもの（例えば，意識的な根拠のない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（101）
提訴または調査に当たっての虚偽の資料の提出）である場合には，被提訴企業

は，調査手続きにより損失を被れば，提訴側に対し反トラスト法に基づいて訴

追することも可能である。

　ところで，アメリカの産業が，ロビーイング活動を通じて国内外とも外国政

府にVERを実施するよう請願する場合には，そのうちの外国政府に対する請

願行為が，政府に請願することに該当し反トラスト法の適用除外になりうるで

あろうか。このことは，ノア・ベニントン法理の解釈の基礎にかかわっている。

つまり，ノア・ベニントン法理が，アメリカ憲法に基づいて解釈される場合に

は，憲法における「政府」とは，もちろんアメリカ政府を意味するので，外国

政府に対する請願行為は，ノア・ベニントン法理による反トラスト法の適用除

外にならない。他方，ノア・ベニントン法理が反トラスト法自体の解釈に基づ

く場合には，反トラスト法の適用は，アメリカ国内のみに限定されないので，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（102）
外国政府に対する請願行為も，反トラスト法の適用除外になりうる。ともかく，

最近のこれに関する判決においては，第五巡回裁判所は，ノア・ベニントン法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（103）
理が外国政府に対する請願行為にも及ぶと判断した。司法省の国際事業活動ガ

イドラインも，このような立場をとっている。このように推論してゆくと，ノ

ア・ベニントン法理は，反トラスト法の解釈に基づく限り，外国人のアメリカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（104）
政府に対する請願行為にも適用されることとなる。なお，輸出産業が，自ら政

府にVERの実施を勧誘する場合には，外国主権強制の抗弁を利用することが
　　　　く105）
できなくなる。この場合には，当該産業によるVERの請願行為には，ノア・ベ

ニントンの法理も適用されないと思われる。というのは，「救済」の要件が，欠

けているからである。
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　これまで見てきたように，戦後自由貿易主義を擁護しているアメリカは，近

年次第に保護主義の方向に進む傾向にある。このことを反映しているのは，国

際市場と国内市場に対するダブルスタンダードである。一方，貿易政策では，

国内市場を保護するために，外国に対して自由貿易の原則と全く相反するVER

を要求する。他方，国内では，自由競争を守る意思に，変わりはない。しかし，

VERの実施は，ほとんどの場合国内競争に影響をもたらす。そのような矛盾を

解決するために，アメリカ政府は，往々外国政府と「共謀」して反トラスト法

を回避できる方法を探すのである。もっとも，かかる試みは，より大きな矛盾

を作り出すものである。本来，GATTの場に持ち込まれないVERは，反トラ

スト法の適用可能性があるが，現在は外国主権強制などの抗弁をよりどころに

反トラスト法により規制されないようになる。このことは，現在蔓延しつつあ

るVERを一層助長し，貿易政策と競争政策との関係により多くの混乱をもた

らす。

　2．日　本

　日本は，VERに関しては多くの場合その実施国であり，　VERの要請国であ

る事例は少ない。だが，今まで三件のアンチ・ダンピング提訴では，輸出国の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（／e6）
VER措置によって提訴が取り下げられた事例は，二件である。そこで，アンチ・

ダンピング規制を取り上げてVERをめぐる通商法と独占禁止法との関係を説

明することは，適当であろうと考える。なお，この検討に入る前に，VERと関

連のある通商法規を述べておこう。

　（1）通商法

　まず，GATT　19条1項と類似する内容を定める関税定率法第9条の2におい

ては，外国からの急増する輸入に対し緊急関税を課することができるが，輸入

数量制限の規定が，見当たらない。なお，本条の発動事例は，未だに見られな

い。他方，外為法52条には，「外国貿易及び国民経済の健全な発展を図るため，

貨物を輸入しようとする者は，政令で定めるところにより，輸入の承認を受け

る義務を課せられることがある。」と定められている。ここにいう政令とは，輸

入貿易管理令である。そして，政府は，これらの法律と政令に基づいて輸入承

認制の導入により輸入数量を規制することができる。しかし，これらの条項に

は，GATT　l9条のように輸入数量制限の発動に際しての「重大な損害」との要

件が，定められていない。GATTの整合性の点で，法または政令が，改正され
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　　　　（107）
るべきである。また，政府は，輸出入取引法第7の2に基づいて行政指導によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（108）
り輸入業者に輸入カルテルを結成せしめることができる。この輸入カルテルに

より，輸入数量が規制されうる。かかる輸入カルテルは，独占禁止法3条に違

反するおそれ．が強いが，輸出入取引法33条により独占禁止法の適用除外となる。

これらの条文からは行政機関にVERの交渉権限を与える文言が，見当たらな

いが，実際には，政府は，公式，非公式に輸出国に対しVERを要請することが

ある。その際，普通は正式な政府間の協定を伴わず，外国産業または外国政府

により一方的にVERを実施するという方法がとられるので，行政機関の交渉

権限の有無は，さほど問題ではないと思われる。

　日本政府は，外国からの要請によりVERを実施するに当たって，主として外

為法48条とそれを補完する輸出貿易管理令による輸出承認制の導入，並びに輸

出入取引法第5条に基づいて行政指導により輸出業者に輸出カルテルを結成せ

しめるという二つの方法をとっている。輸入カルテルと同様に，輸出カルテル

も，独占禁止法の適用除外の範囲に入っている。しかし，この場合には，かか

る輸出カルテルは，輸入国の競争法に違反するおそれがあるので，これに対応

するため外国主権強制に該当する何らかの強制措置が必要である。したがって，

対米自動車VERで見られるごとく，外為法，輸出貿易管理令及び輸出カルテル

三者を組み合わせて運用すれば，当該輸出カルテルは，輸入国の競争心の違反

から免れることができるようである。

　（2）アンチ・ダンピング規定とVER

　1988年10月21日に日本ニット工業連合会は，韓国産ニットセーター類製品の

輸入に対しアンチ・ダンピング提訴をした。翌年2月2日に韓国側が，VER措

置を発表し，3月29日に当該提訴が，取り下げられた。この経緯を見て，ある

論者は，「反ダンピング法等を用いて輸入制限をし自国産業を保護しようとする

アメリカ的傾向が，我が国にも現れ始めたことを示すものとして注目に値する」
　　（109）
と述べた。消費者保護を目的とする独占禁止法は，このような保護主義的傾向

を規制する手段を持つであろうか。

　日本におけるアンチ・ダンピング規定と独占禁止法との抵触は，主に，和解

により事件を解決するところで発生する。関税定率法第9条7，8項によると，

輸出業者が調査開始後ダンピングによる日本の産業に及ぼす有害な影響が除去

されると認められる約束を申し出る場合には，政府は，その約束を受諾し，ア
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ンチ・ダンピング調査を取り止めることができる。この際，政府は，積極的に

被提訴者である外国業者と交渉し，約束内容の形成に参与することができると
　　　　　に　
解すべきである。このようにして成立せしめられた約束は，その内容が独占禁

止法の規定に違反しても，法定の手続きに従って行われるので，独占禁止法の

適用を受けない。他方，調査開始後提訴者と被提訴者が会合し，政府の認定し

たダンピング・マージンについて合意に至り，調査当局に対し認定したダンピ

ング・マージンを内容とする約束を受諾するよう請願する場合には，合意の内

容は政府の決定した事項に過ぎず，かつ，かかる請願は権利の正当な行使であ

るから，当該行為は，不当な取引制限行為とは言えず，独占禁止法の適用の余
　　　　　　　く　コ
地はないと解される。ところが，合意の内容が，政府の認定した事項を越え価

格の引き上げまたは輸出数量制限を包含する場合，不当な取引制限行為となり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（112）
独占禁止法6条1項または3条に違反するおそれが強い。そこで，アンチ・ダ

ンピング調査においては，手続きに従って行われる約束は，独占禁止法に違反

しないが，私企業問の価格約束とVERは，大抵の場合独占禁止法に違反するこ

ととなる。

　ところで，政府が関与する約束は，調査が開始された場合にのみ行われなけ

ればならないが，今まで三件のアンチ・ダンピング提訴は，全部調査開始前に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロユヨ　
輸出国側のとった措置により取り下げられた。かかる関税定率法の枠外で行わ

れる輸出価格の引き上げまたはVER措置は，法定の手続きを逸脱し，外国主権

強制などの抗弁がない限り，通常独占禁止法違反となる。当該措置は，提訴者

側の関与なしに専ら輸出業者により一方的に実施されるものであって，かっ，

不当な取引制限行為の構成要件に該当し，日本市場に実質的な効果を及ぼす場
　　　　　　　　　　　　　　　　ロユの
合には，独占禁止法3条の適用を受ける。これは，いわゆる独占禁止法の域外

適用である。一方，提訴者が，輸出業者と合意して当該措置を実施する場合に

は，独占禁止法6条1項における不当な取引制限に該当する事項を内容とする

国際協定の締結禁止に違反する。その際，競争制限効果が発生しなくても，当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ら　
該国際協定の締結行為それ自体が，独占禁止法違反となる。もちろん，当該国

際協定により日本市場における競争が実質的に制限される場合には，3条の規

定が適用されうることとなる。

　いずれにせよ，VER協定に参加する国内事業者に対する独占禁止法の適用に

は，問題がないが，独占禁止法における関係人への文書送達規定には，外国に
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（116）
所在する企業への文書送達が，許容されないと解されている。とすると，日本

に住所，営業所または事務所のない外国事業者に対し，独占禁止法が適用でき

なくなる。このことは，外国事業者による独占禁止法の違反行為規制の実効性

を著しく損なう。したがって，文書送達規定の整備あるいは法律の解釈により，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（エエ7）
これに対処する必要があると指摘されている。なお，現在のところ，外国事業

者に文書送達をすることができない限り，外国輸出業者のVER実施行為は，独

占禁止法の適用を受けないようである。このようにして，外国輸出業者は，提

訴者側からVERの実施を要請される場合には，一方でVERにより超過利潤を

得てアンチ・ダンピング調査手続きを回避し，他方で日本の独占禁止法の適用

も受けないので，当該要請に応じやすくなる。それにより，アンチ・ダンピン

グ提訴が，濫用されるおそれがある。

　かような濫用を防止しようとするのであれば，調査当局は，提訴に当たって

ダンピングの存在，損害要件の存在及び両者の間の因果関係の存在などについ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（118）
ての十分な証拠があるか否かを厳格に審査する必要がある。また，調査当局は，

提訴者が提訴を取り下げる際，相殺関税及び不当廉売関税に関する手続き等に

ついてのガイドライン2（7）を積極的に運用すべきである。ガイドライン2

（7）によると，当該提訴の取り下げが公共利益に反すると認められる場合に

は，調査当局は，提訴の取り下げを無視し調査を続けることができる。そして，

調査当局は，アンチ・ダンピング税の課徴要件が充たされる場合，外国業者に

アンチ・ダンピング税を課すことにより，VERの実施誘因を減殺し，それの存

続を断念させるようにするべきである。他方，調査の結果アンチ・ダンピング

税を課す必要がない場合には，外国輸出業者にとって，VER実施の原因がなく

なるので，正常の貿易形態に戻る可能性が，強くなる。なお，アンチ・ダンピ

ング提訴の濫用が明白である場合には，当該提訴の濫用行為が，不公正な取引

方法一般指定15項に該当し独占禁止法19条に違反することもありうると思われ

る。

　ともかく，公正取引委員会が，VERの実施と関連のある国内事業者または外

国業者の日本における営業所をとらえて，独占禁止法に基づいて当該VER措

置を訴追する余地は，依然として少なくない。消費者保護の目的を達成するた

めに，公正取引委員会による独占禁止法の積極的な運用姿勢が，期待されてい

る。
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V．おわりに

　VERは，国内の政治的圧力に対応する場合には，ありうべき避難場所を提供
　　　　　　　　　　　　　　　（1／9）
することができると指摘されている。特に，行政部門が自由貿易を擁護するの

に対して，議会が多くの選挙者団体からの保護貿易圧力に対処しなければなら

ない場合には，輸出国のVER実施により表向きには自由貿易が，守られなが
　　　　　　　　　　　　　　　（120）
ら，政治的圧力の要求も満足し得る。更に，VERの実施により無差別的にすべ

ての国からの輸入を制限することが，不要となり，貿易摩擦の発生も，回避さ

れうる。この意味では，VERは，少なくとも一時的に国際貿易摩擦の防止と国

際政治の緊張関係を緩和するのに役立っている。とはいえ，ある産業の保護を

目的とするVERの前例が存在している以上，その後他の産業も，自分の利益を

保護しようとする場合政治的圧力をかけてVERの実施を要求することとな

る。かくして，VERの実施は，しだいに拡大してゆく傾向を見せる。これは，

却って輸出入国間の緊張関係を引き起こす。絶え間なく紛争のある対米鉄鋼
　　　　　　　　　　　　　　　　｛／21）
VERは，まさにこのような事例である。

　ところで，貿易摩擦を防止するといっても，国際貿易ルールであるGATTの

自由，無差別，多角的精神に違反することが，許容されるべきではないと思わ

れる。それにもかかわらず，現実には，VERのような二国間の取決めが，蔓延

している。さらに，一定の条件の下で選択的セーフガードを認めることは，

GATTに対する信頼の維持とGATT全体の安定性の向上に貢献するかもし
　　　　　　　　　（122）
れないとの意見もある。しかし，VERと同じように選択的セーフガードは，

GATTの基礎である比較優位原則に違反し，経済的厚生の最大化の達成を妨げ

る。しかも，選択的セーフガードの容認は，VERに合法性の地位を与え，　VER

の蔓延に拍車をかけるおそれがある。このことは，最終的に輸入国の消費者に

大きな損失をもたらす。種々のVERの弊害に鑑み，　VERの蔓延を規制するこ

とは，国際的にも国内的にも重大な課題となる。

　現在行われているウルグアイ・ラウンドにおいては，VERに対する取り扱い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（123）
の問題が，セーフガードの選択適用問題と合わせて議論されているが，選択的

セーフガードが認められるべきでないことは，すでに述べた。したがって，VER

の規制問題が，独自に取り上げられるべきである。VERの蔓延を阻止しようと

すれば，国際的に二つのことが考・えられる。一つは，GATTそれ自体の執行力
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の強化であり，もう一つは，VERの発生源を対象とし，輸出国，輸入国ともに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（124）
受け入れられるようにセーフガード措置を改正することである。他方，国内的

には，競争政策担当当局は，VERに関する貿易政策の形成に積極的に関与し，

VERによってもたらされる国内競争状況の変化や消費者に対する影響などに

ついての意見を提出すべきである。国内消費者に多くの損失を与えるVERに

対し，競争政策担当当局は，競争法の規定に基づいて当該VERを訴追すること

も真剣に考えるべきであろう。これまで，VERの実施に際して関係国は，多く

の場合政治と貿易紛争の回避に焦点を合わせてきたが，これからはその視野を

法と消費者の分野にまで広げることが，必要となるであろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1991．2．5脱稿）
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